
住民を主体とした地域生涯学習システムの構築に関する研究（ ）

要旨

本論文では，まず地方分権改革の経緯と現状および社会教育へ

長 畑 実

の影響について検討した。次に，

生涯学

から分

の意義

キーワ

地方

．は

習および拡大しつつあるボラ

析した。最後に，地域生涯学

を明らかにした。

ード

分権改革，住民自治，地域コ

じめに

ンティア活動と 活動の

習システムを核としたまちづ

ミュニティ，生涯学習とまち

応える総合的

現状と課題をまちづくりの視

くり，地域コミュニティ活性

づくり，地域生涯学習システ

な住民力を形成するためには

点

化

ム

，

本格

はじめ

を背景

の改

が急速

制度は

かけと

換し，

的な人口減少，少子高齢社会

，国・地方自治体の厳しい財

として，明治維新，戦後改革

革」と位置づけられた「地方

に展開されている。わが国の

年の地方分権 括法の施

して地方分権時代へと大きく

その 環として税源移譲，国

の到来を

政状況等

に次ぐ「第

分権改革」

地方自治

行をきっ

進路を転

庫補助負

公民館等社

習・活動の拠

とが求めら

ワークの形成

が地域コミュ

とって不可欠

山口大学は

クステンショ

会教育施設及び学校が地域の

点として中核的役割を果たす

れており，多様な協働のネッ

と地域生涯学習システムの構

ニティの再生と地域の活性化

であると考える。

，国立大学としてはじめて

ンセンター」を 年 月に

学

こ

ト

築

に

「エ

設

担金の

る「

と称さ

れ，そ

る。

しか

関係者

来像に

見直し，地方交付税を 点セ

位 体の改革」及び「平成の

れる市町村合併が強力に推

の中で地域社会は大きく変化

し，地域社会においては多く

，住民から「自治体やまちづ

ついて明るい未来が見えな

ットとす

大合併」

し進めら

しつつあ

の自治体

くりの将

い」「合併

置し，専任教

学の組織的

る。地域との

内自治体教育

会を定期的に

した行政との

きた。特に防

施，大学公開

員を配置して地域貢献に係る

総合的な取り組みを展開して

関係では，県教育委員会及び

委員会生涯学習課との意見交

開催し，生涯学習分野を中心

連携事業の充実・拡大を図っ

府市との間では，職員研修の

講座の会場提供など生涯学習

全

い

県

換

と

て

実

課

による

地の環

ように

に伴う

自治体

公民協

組みが

個性の喪失を懸念している

境を維持してきた集落機能を

支えていくのか見えない」

重大な問題点が指摘されてお

においては主体的な住民自治

働による持続可能な地域づく

喫緊の課題となっている。こ

」「中山間

誰がどの
）など改革

り，地方

の確立，

りの取り

の課題に

との連携が特

にはエクステ

委員会との間

締結するとと

アドバイザー

に関する調査

推進，職員研

に強化されており， 年

ンションセンターと防府市教

で連携協働に関する協定書

もに，筆者が「防府市生涯学

」 ）に委嘱され，地域生涯学

研究，生涯学習とまちづくり

修など防府市のまちづくりに

月

育
）を

習

習

の

協



働して

る。

取り組んでいくことが合意
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されてい 方分権推進計

分権推進計画

画」を，翌年には「第 次地

」を閣議決定した。

方

現在

定され

体系的

ミッシ

途とし

ははじ

習担当

，防府市教育委員会との連携

た防府市独自の生涯学習に係

な構想である「ロング・フィ

ョン」 ）の実現に向け，

た取り組みを進めており，山

めてとなる市内全小中学校へ

教員の配置を終えたところで

の中で策

る総合的

ールド・

年度を目

口県下で

の生涯学

ある。今

「地方分権

省は「機関委

体に対する国

譲の推進，必

の組織や職の

については，

重し，行政の

推進計画」の概要について総

任事務制度の廃止，地方公共

の関与の新たなルール，権限

置規制の見直し（地方公共団

設置を義務付けている必置規

地方公共団体の自主組織権を

総合化・効率化を図る観点か

務

団

移

体

制

尊

ら，

後，生

習人材

生涯学

館・学

の確立

センタ

生涯学

中であ

涯学習担当教員対象の研修会

登録バンク登録者への研修会

習推進協議会との連携，各

校を拠点とした講座提供ネッ

，ネットワークの中核となる

ーの開設，市役所職員の研修

習システムの構築に向けた活

る。

，生涯学

，各地区

地区公民

トワーク

生涯学習

など地域

動を計画

その廃止・緩

金の整理合理

道府県と市町

の行政体制の

己決定権と自

制の整備・確

る ）。

年には

和を推進する），国庫補助負

化と地方税財源の充実確保，

村の新しい関係，地方公共団

整備・確立（地方公共団体の

己責任の拡大を踏まえた行政

立）」などの課題を記載して

，「地方分権推進計画」で示

担

都

体

自

体

い

さ

本稿

の成果

体とし

課題を

．地

地方

では，以上の問題意識と地域

に基づき，分権時代における

た地域生涯学習システム構築

総合的に考察する。

方分権改革と社会教育へ

地方分権改革の経緯

分権改革は表 に示される

連携活動

住民を主

の意義と

の影響

ように，

れた課題を具

方分権 括法

る 本の法

成立し，

を以て「第

る ）。

年には

を提出して解

体的に法制化するいわゆる

案 （地方自治法をはじめと

律の改正案）が第 通常国会

年 月 日に施行された。こ

次分権改革」と画期されて

地方分権推進委員会が最終報

散し，新たに「地方分権改革

地

す

で

れ

い

告

推

年

議に基

年）を

第 条

て「地

が共通

て相互

つ，各

の地方分権の推進に関する衆

づく「地方分権推進法」の成

端緒としている。「地方分権

では，地方分権推進の基本理

方分権の推進は，国と地方公

の目的である国民福祉の増進

に協力する関係にあることを

般の行政を展開する上で国及

参両院決

立（

推進法」

念につい

共団体と

に向かっ

踏まえつ

び地方公

進会議」が発

「第 次分権

た。地方分権

員会から引き

と地方公共団

事業の在り方

公共団体の行

備，その他の

足，活動を開始したことによ

改革」の段階に入ることとな

改革推進会議は地方分権推進

継がれた諸課題に取り組み，

体の役割分担に応じた事務及

，税財源の配分の在り方，地

財政改革の推進等行政体制の

地方制度の関する重要事項に

り

っ

委

国

び

方

整

つ

共団体

共団体

で活力

基本と

る。そ

委員会

次にわ

が分担すべき役割を明確にし

の自主性及び自立性を高め，

に満ちた地域社会の実現を図

して行われるものとする」と

の後，この法律に基づく地方

が内閣府に設置され，この委

たる勧告をもとに，政府は

，地方公

個性豊か

ることを

されてい

分権推進

員会の

年に「地

いてなどを諮

革」について

改革の動向に

た。

また，同じ

関し，内閣総

に発揮するこ

問したが，特に「 位 体の

方向性を示したことは今後の

照らして注目すべきことであ

く 年には「経済財政政策

理大臣のリーダーシップを

とを目的」として内閣府に経

改

同

っ

に

分

済



財政諮

政運営

住民を主体とした

問会議 ）が設置され，「経済

および経済社会の構造改革に

地域生涯学習システムの構築に関

表 地財

関

する研究（ ）

方自治をめぐる経過

する基

針」）

わる問

の強力

内閣に

を果た

方

本方針」（いわゆる「骨太の

を答申したり，地方行財政に

題では，市町村合併と広域行

な促進を取り上げるなど，小

よる改革を補強する重要な役

している。

，地方自治制度に関しては

（平成 ）年：地

（平成 ）年：地

（平成 ）年：第

（平成 ）年：地

（平成 ）年：地

地

（平成 ）年：第

自

（平成 ）年：地

方

関

政

泉

割

方分権推進法成立

方分権推進計画閣議決定

次地方分権推進計画閣議決定

方分権 括法施行

方分権推進委員会最終報告

方分権改革推進会議設置

次地方制度調査会「今後の地

治制度のあり方に関する答申」

方分権改革推進会議最終意見書

位 体の改革

方

年に第

「今後

ての中

のあり

出され

社会に

己責任

住民自

次地方制度調査会が発足し

の地方自治制度のあり方につ

間報告」，「今後の地方自治制

方に関する答申」を相次いで

，「地方分権改革が目指すべ

おいては，地域において自己

の原則が実現されるという観

治が重視されなければなら

※ 年以降

道州制の導

，

い

度

提

き分権型

決定と自

点から，

ない」「地

地方分

地方分権の

分権の推進と

くこと，地方

「平成の大合併」進行

入検討

権の目的と課題

意義について，総務省は「地

は，地方自治の実現を図って

自治は民主主義の原点」とし

方

い

，

域にお

ではな

その他

携して

目指す

治体に

協働推

自治組

ける住民サービスを担うのは

く，住民，コミュニティ組織

の民間セクターとも協働し，

新しい公共空間を形成してい

べきである」ことが強調され

おける住民自治充実や行政と

進のための新しい仕組みとし

織」の制度化，自治基本条例

行政のみ

，

相互に連

くことを

，基礎自

住民との

て「地域

の制定に

地方自治の基

とは，地方公

て，自らの

沿った行政

「住民自治：

考え，自らの

政は，地域の

決定），その責

本として「団体自治：地域の

共団体が自主性・自立性をも

判断と責任の下に地域の実情

を行っていくこと」とともに

住民自らが自らの地域のこと

手で治めていくこと。地域の

住民が自分たちで決定し（自

任も自分たちが負う（自己責

こ

っ

に

，

を

行

己

任）

ついて

度調査

ついて

専門小

出され

入の議

こう

合併の

提言された。 年には第

会が発足し，「地方税財政の

の意見」，「道州制に関する論

委員会における調査審議経過

，都道府県の再編，道州制の

論も促進されつつある ）。

した地方分権改革の進展の中

着実な推進を図っていくため

次地方制

あり方に

点メモ

」が提

検討・導

，市町村

の方策が

という行政シ

ており，住民

おける地方自

されている。

会は住民自治

て「地域自治

ここから地

ローズアップ

ステムを構築」することとさ

自治の充実確立が新しい時代

治の仕組みづくりを担うもの

先述したように，地方制度調

の充実確立のための仕組みと

組織」の設置を提言しており

域内分権という新たな分権が

されつつある。

れ

に

と

査

し

，

ク

提言さ

政基盤

されて

市町村

の経過

へと大

れ，分権社会を担うにふさわ

づくりを目的として市町村合

いる。この「平成の大合併」

数は 年の から，合

措置が切れる 年 月末

きく減少する見込みである。

しい行財

併が推進

により，

併特例法

には

この「地域

方制度調査会

方に関する答

体における住

働推進のため

礎自治体内の

治の強化や行

自治組織」について，第 次

の「今後の地方自治制度のあ

申」（ 年）では，「基礎自

民自治充実や行政と住民との

の新しい仕組み」の中で，

定の区域を単位とし，住民

政と住民との協働の推進など

地

り

治

協

「基

自

を



目的と

自治体

する組織として，地域自治組

の判断によって設置できるこ
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織を基礎

ととすべ

は持続可能な

なるものと思

地域社会づくりの重要な課題

われる。

に

き」で

自治会

いコミ

域的課

で，地

に地域

あるとしている。つまり，こ

に加えて，住民，コミュニテ

その他の民間セクターが協働

ュニティ組織を形成し，地域

題に総合的・組織的に取り

域を活性化することができる

内分権の必要性が認められ

れまでの

ィ組織，

して新し

課題，広

組むこと

という点

るのであ

社会教

以上のよう

代後半以

財政状況を

ク・マネジメ

され急速に広

育への影響

な地方分権改革の潮流の中で

降地方自治体においては厳し

背景として，ニュー・パブリ

ント（ ） ）の手法が導

まりつつある。多くの自治体

，

い

ッ

入

で

る。

また

民参加

づくり

して法

治体の

自治体

じめて

，市民をまちづくりの主役に

の仕組みや，市民の権利 責

の基本原則を具体的に規定し

的根拠を持たせる自治基本条

憲法」とも言われる）の制定

も増えている。 年 月に

施行された北海道ニセコ町に

据え，市

任，まち

，条例と

例 ）（「自

をめざす

全国では

続き全国

は，行政評価

果の改善，企

間委託といっ

おいても，こ

制度改革が行

の活用による

する法律」（

自治法が改正

による行政サービスの効率・

業会計的手法の導入，業務の

た手法が用いられている。国

うした の理念に基づく

われ， 年には「民間資金

公共施設等の整備等の促進に

法））が， 年には地

され「指定管理者制度」が導

効

民

に

法

等

関

方

入

で条例

都市政

による

うち制

市に

れてい

革の推

高まり

制定が取り組まれているが，

策研究所が 年 月に実施

と，表 で示されるように

定済みは 市，制定作業中・

止まっており， 割の市では

ない状況である。しかし，地

進により自治基本条例に対す

つつあり，今後検討・制定作

横須賀市

した調査

全 市の

検討中は

検討もさ

方分権改

る認識は

業を開始

された。「指

これまでは公

上出資する法

管理・運営が

社を含む民間

ることとなっ

公民館，図

においても，

定管理者制度」の導入に伴い

共団体や，公共団体が ／

人に限定されていた公の施設

，議会の議決を経た上で株式

事業者にも行わせることがで

た。

書館，博物館等の社会教育施

指定管理者制度による管理運

，

以

の

会

き

設

営

する市

この

例のい

域コミ

あり，

自治能

域の諸

は増えていくものと思われる

ように，地域自治組織及び自

ずれにおいても，住民を主体

ュニティづくりははじまった

今後，自治体職員，住民の意

力の向上，地域を担う人材の

団体による協働のネットワー

。

治基本条

とした地

ばかりで

識改革，

育成や地

クづくり

の委託や

すでに進めら

への委託や

美術館葉山，

わなメディア

術館の指定管

県立美術館，

例が全国に増

，アウトソーシングの導入

れており，公民館事業の

方式による神奈川県立近

重県桑名市立中央図書館（

ライヴ」）の開業，博物館・

理者への民間事業者選定（島

長崎歴史文化博物館）などの

えつつある。

が

代

「く

美

根

事

表

制定

策定

検討

検討

検討

その

自治基本条例への取り組

済 市

作業中 市

中 市

・策定中止 市

していない 市

他 市

み状況

％

％

％

％

％

％

こうした地

た自治体経営

どのような影

理すると，次

）社会教

社会教

）市町村

方分権改革や を背景と

・法制度の改革が，社会教育

響を及ぼしているかについて

の諸点にまとめることができ

育行政に係る予算・職員の削

育事業の縮小

合併による公民館等施設の統

し

に

整

る。

減

廃



合

）

住民を主体とした

社会教育水準の低下

公民館の首長部局への移管

地域生涯学習システムの構築に関

（社会教育

情があるとも

町村長の所管

する研究（ ）

考えられないことなどから，

とすることが適当である」と

市

さ

法

育

）

の

）

政

この

に基づかない施設への移行）

行政の軽視

社会教育施設の民営化 社会

低下

教育委員会制度の見直し 社

の軽視

うち ）と ）の問題につい

社会教

教育水準

会教育行

ては，全

れ，自治体の

般行政部局へ

まで踏み込ん

される。

これに対し

学大臣から

会制度の在り

側からは生涯学習担当部門の

の移管や教育委員会制度の存

だ検討を求めていることが理

て，中央教育審議会では文部

「地方分権時代における教育委

方について」諮問を受け（

廃

解

科

員

国市長

に関す

会の役

年に政

提出し

庭・地

として

に述

会が「学校教育と地域社会の

る意見 分権型教育の推進と

割の見直し 」と題する意見

府ならびに文部科学省など関

た ）。この意見書では「 ．

域が 体となった地域連携型

「教育委員会制度は， 年余

べた文部科学省を頂点とする

連携強化

教育委員

書を

係方面に

学校と家

の教育」

を経て，

縦系列の

年）， 年

政部会におけ

代における教

会まとめ）」

内容を目次か

．教育委員

教育委

月に教育制度分科会地方教育

る審議のまとめを「地方分権

育委員会の在り方について
）として発表されている。そ

ら見ると次の通りである。

会制度の現状と課題

員会制度の沿革

行

時

（部

の

中での

関係者

印象，

ろな問

廃まで

る実態

ものに

ど歴史

地域の自主的な活動の弱さ，

以外との接触の希薄さに伴う

市町村長との関係のあり方な

題が指摘されており，制度と

含めてさまざまな議論が展開

である。従って，教育委員会

ついて，教育をとりまく環境

的な経過や運営の実態を踏ま

学校教育

閉鎖的な

どいろい

しての存

されてい

制度その

の変化な

えた基本

教育委

役割

教育委

題点とそ

．教育委員

教育委

教育委

教育委

員会制度の今日における意義

員会に対して指摘されている

の要因

会の組織及び運営の改善

員会の組織等の弾力化

員の選任の改善

員会議の運営改善・公開

・

問

的なあ

る」と

また

の下で

とする

文部科

会の所

市町村

り方についての検討が必要に

述べている。

，社会教育行政については

は，学校教育のみならず社会

生涯学習や芸術・文化，スポ

学省所管行政のほぼすべてが

管とされている。 方，市町

行政全体を統轄する立場にあ

なってい

「現行制度

人を対象

ーツなど

教育委員

村長は，

り，市町

地域住

積極的な

．教育長，

直し

教育委

教育委

教育委

教育委

民の意向や所管機関の状況等

把握

教育委員会事務局の在り方の

員会の使命の明確化

員会と教育長との関係の明確

員会の自己評価

員会事務局の体制強化

の

見

化

村行政

ような

え，生

ては縦

な対応

いては

由から

の総合的な運営に当たってい

市町村長の制度上の位置づ

涯学習など学校教育以外の分

割り型ではなく，多方面から

が望ましいこと，このような

，教育の政治的中立性確保と

特に教育委員会の所管とすべ

る。この

けを踏ま

野につい

の総合的

分野につ

いった理

き強い事

市町村

．首長，議

首長と

の視点

首長と

首長と

教育財

教育委員会の事務処理の広域

会と教育委員会との関係の改

教育委員会との関係を見直す

教育委員会の権限分担の弾力

教育委員会との連携

政における首長と教育委員会

化

善

際

化

と



の関係

議会と教育委員会との関係

大学教育 第 号（ ）

行政に関わる

なっている。

住民の視点からも貴重な提言と

．都

と

．学

道府県と市町村との関係の改

国，都道府県，市町村それぞ

関係

市町村への教職員人事権の委

都道府県教育委員会の在り方

校と教育委員会との関係の改

学校と教育委員会との関係の

善

れの役割

譲

善

在り方

このような

権の趣旨であ

の多様な団

ミュニティの

らば，現状の

政の停滞や後

地域間格差の

諸点の検討から，本来の地方

る住民自治の確立と行政，地

体・組織との協働による地域

活性化という目的を考慮する

行財政改革だけでは社会教育

退をもたらし，社会教育水準

拡大をもたらす危険性が大き

分

域

コ

な

行

の

い

．保

の

へ

学校の裁量権限の拡大

学校評価の改善

学校に対する教育委員会の支

護者・地域住民と教育委員会

関係の改善

保護者・地域住民の参画

保護者・地域住民への情報発

の対応

援

・学校と

信と要望

ことを指摘し

権時代におけ

達成するため

生涯学習シス

なのである。

．生涯学

生涯学

なければならない。従って，

る地域コミュニティの活性化

には，住民を主体とした新た

テムの構築が地域の重要な課

習とまちづくり

習の現状

分

を

な

題

．教

討

以上

り，具

度の歴

政・学

細に分

育委員会の在り方に関する継

のように多彩な事項が記載

体的な内容においては，教育

史的な経緯と現状，教育委

校・父母・地域との関わりに

析した上で，現行の教育委員

続的な検

されてお

委員会制

員会と行

ついて詳

会制度の

現在，すべ

局が設置され

が設置されて

市町村協議会

加盟している

町村における

会教育施設の

者による生涯

ての都道府県に生涯学習担当

， 都道府県に生涯学習審議

いる。 年には全国生涯学
）が発足し，現在 市町村

。このように，都道府県及び

生涯学習振興のための体制と

整備や高等教育機関・民間事

学習事業の拡充，余暇時間の

部

会

習

が

市

社

業

増

問題点

この

地方教

は，以

ち教育

立性，

の要請

意義の

，改善の方向が述べられてい

分析，検討に基づき，教育制

育行政部会として，「教育委

上のような教育行政への要請

機関の管理運営における首長

合議制，レイマンコントロー

にこたえるものとして今日に

あるものであり，今後も地方

る。

度分科会

員会制度

，すなわ

からの独

ルの実現

おいても

自治体の

大など社会的

は年々拡大し

学省の資料か

については図

民間体育施

が，社会体育

文化会館など

る。

環境の成熟により生涯学習人

ている。その主な指標を文部

ら抽出すると，社会教育施設

で示されるように，公民館

設はほぼ横ばいで推移してい

施設，博物館類似施設，図書

の施設数は 貫して増加して

口

科

数

や

る

館，

い

執行機

える。

題点に

制度改

活用し

問題点

は適当

関として教育委員会は必要で

教育委員会に対して指摘され

ついては，可能な運用の改善

革により，教育委員会制度を

ていくことで解決を図るべき

を理由に制度が不要であると

でない」と結論づけており，

あると考

ている問

と必要な

より良く

であり，

すること

社会教育

また，学習

ように，公民

博物館などに

る（ただし，

ては近年来館

このように，

まっており，

人口については図 で示され

館，図書館，博物館類似施設

おいて利用者数は増加傾向に

博物館・博物館類似施設にお

者数の減少傾向がみられる

生涯学習に対する関心は年々

表 で示すように，わが国の

る

，

あ

い

）。

高

講



座等受

ており

住民を主体とした

講者総数は累計で約 万

，多様な学習機会に対する高

地域生涯学習システムの構築に関

人に達し

い関心と

参加ニーズ

る。

する研究（ ）

の存在していることが理解され

図 社会教育施設数の推移

出所：データからみる日本の教育 （文部科学省）

図 社会教育施設の利用者数の推

出所：データから

移

みる日本の教育 （文部科学省）



表 生涯学習人口の
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現状 年と

で上

比較すると，すべての年齢階

昇しており，特に 歳代前半

級

か教育委

知事部

民間の

大学公

高等学

出所：

方

市民活

員会，公民館等が開設する講座

局，市町村部局が開設する講座

カルチャーセンター等の受講者

開講座の受講者

校開放講座

データからみる日本の教育

，地域ではボランティア，

動が進展しており，地域課題

の受講者 万人

の受講者 万人

万人

万人

万人

（文部科学省）から作成

等の

への関心

ら

る」

ま

にみ

ちづ

千人（行動者

自然や環境

歳代前半では大幅に上昇して

と指摘されている。（図 ）

た，ボランティア活動の種類

ると図 で示されるように，

くりのための活動 が 万

率 ％）と最も多く，次い

を守るための活動 が 万

い

別

ま

で，

千

の高ま

より，

ボラン

神・淡

まって

半から

加して

本調査

りとまちづくり活動への参加

地域活性化の条件は拡大しつ

ティア活動については，

路大震災を契機に全国的に

おり，図 で示されるように

ボランティア活動参加者数は

いる。 （平成 ）年の社
）によると，「過去 年間に

の増加に

つある。

年の阪

関心が高

年代後

急速に増

会生活基

何らかの

人（ ％），

万 千人

動 が 万

なお，活動形

青年団・老

活動と回答さ

「地域の人と

住地域と関わ

「安全な生活のための活動」

（ ％）， 子供を対象とした

千人（ ％）となっている

態別では最も多いのが「町内

人クラブ等」に加入して行っ

れ，次いで，団体には加入せ

」行った活動となっており，

りながら活動参加する割合が

が

活

。

会

た

ず

居

高

ボラン

で，

は

比較す

者率を

％

と最も

ティア活動を行った人は

歳以上人口に占める割合（行

％となっており， （平成

ると ポイント上昇してい

年齢階級別にみると， 歳

と最も高く，逆に 歳代後半

低くなっている。しかし

万 千人

動者率）

）年と

る。行動

代前半が

が ％

（平成 ）

くなっている

動への参加者

の課題に的確

開するための

が遅れており

による新たな

ている。

。このように，ボランティア

数は増えているが，地域づく

に応えるボランティア活動を

組織的総合的なシステムの整

，今後行政と地域諸団体の協

地域の仕組みづくりが求めら

活

り

展

備

働

れ

図 ボランティア参加者数の推移

出所：国民生活白書（平成 年）



住民を主体とした地域生涯学習システムの構築に関する研究（ ）

図 年齢階級別「ボランティア活動」の行動者率

出所：総

平成 年， 年比較

務省「平成 年社会生活基本調査」

図 男女，「ボランティア活動」の種類

出所：総

別行動者率

務省「平成 年社会生活基本調査」

次に

「特定

法」）

数は図

千余と

として

分野で

， の現状については，

非営利活動促進法」（通称
）が成立して以来， 法

のように年々急増し現在で

なり，社会的に重要な役割を

の地位を築きつつある。主た

は図 で示されるように，

年に

「

人の認証

は 万

担う勢力

る活動の

「保険・医

療・福祉」が

年にはじまっ

護保険事業者

進んだものと

まちづくり，

芸術，スポー

な分野に広が

もっとも多くなっており，

た介護保険制度の導入により

としての 法人格の取得

思われる。次いで，社会教育

子ども健全育成，学術，文化

ツ，環境保全，国際協力など様

っており， 活動は今後

介

が

，

，

々

ま
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図 法人認証数の推移

出所：内閣府国民生活局（平成

活動するスタッフや活動

金の不足，スタッフの能

不足，団体の活動が市民

知られていないなどの問

を抱えているほか，地域

おける行政や他団体との

年）

資

力

に

題

に

交

流，協働の機会が少ない

ど，地域づくりに充分力

発揮できない状況があり

ボランティア活動と同様

域における他団体，行政

の協働を進めるための仕

みづくりが必要であると

われる。

な

を

，

地

と

組

思

すます

会活性

る。と

図 活動分野別

出所

増加していくことが予想され

化に対する貢献への期待も高

ころがその 方で， の

法人数の割合

：内閣府国民生活局（平成 年）

，地域社

まってい

多くが，

の厳しい財政

に加え，国民

わる多くの課

生涯学習によるま

づくり

既述したように，自治

状況と急激な少子高齢化の進

の生活と生命の安全，安心に

題が山積する中で，地域内分

ち

体

展

関

権



の仕組

ちの未

住民を主体とした

みづくりは地域住民とりわけ

来のための持続可能な地域社

地域生涯学習システムの構築に関

子どもた

会づくり

齢の子どもや

による地域の

する研究（ ）

異世代の人との交流の減少な

教育力の低下がある」と指摘

ど

さ

の重要

安全，

る地域

揮によ

形成に

総合的

とビジ

な取り組みである。「まちづく

安心，住んで楽しい，幸せを

の仕組みづくりであり，住民

る地域変革 地域アイデンテ

他ならない。分権型社会にお

な地域づくり計画（ビジョン

ョンに基づく地域資源を活用

り」とは，

感じられ

自治の発

ィティの

いては，

）の策定

した地域

れている。ま

的な取組が必

公民館で開設

は増加傾向に

て，趣味・稽

（ ％，平成

に限定されて

た，「学校，家庭，地域の

ずしも 分でない」とし，

されている講座については，

あるが，その内容は，依然と

古事に関する講座が多くを占

年度），利用者が特定の住

いる傾向にあるのではないか

体

「・

数

し

め

民

と

経営戦

の根幹

に対応

何度で

ある。

ニーズ

とそこ

住民主

略の継続的展開が求められて

となるのは，地域課題や住民

して「誰でも，いつでも，ど

も」学ぶことのできる生涯学

高度化し多様化しつつある住

に的確に応える多様な学習機

での主体的な学習，交流を起

体のまちづくり活動が活発に

いる。そ

のニーズ

こでも，

習体制で

民の学習

会の提供

点として，

展開され

考えられる。

時代とは，時

やその成熟度

館の役割や講

が必要である

に対応し，子

人も含めて地

間力の向上等

・現在，公民館等が設置され

代背景や社会の構造，国民意

が大きく変化している中，公

座の在り方等についての見直

。・今後は，社会の要請に的

どもや若者，働き盛りの世代

域住民全体が気軽に集える，

を中心とした，コミュニティ

た

識

民

し

確

の

人

の

ていく

がまち

しか

ては，

ン）が

こと

代と社

なって

地域生涯学習システムを構築

づくりのもっとも重要な課題

し，現状の社会教育・生涯学

地域づくりのグランドデザイ

ないために取組みの方向性が

（政策力の欠如），職員の意識

会の潮流を認識した未来志向

いないこと（意識改革の遅

すること

である。

習におい

ン（ビジョ

見えない

水準が時

のものと

れ），マネ

ためのサービ

大きく変わっ

ためには，地

含む地域の学

資源の提供サ

子どもや若者

活動の拠点に

善等を図るこ

スを総合的に提供する拠点へ

ていくことが求められる。こ

域の学習ニーズの把握，大学

習資源のコーディネート，学

ービスの充実が望まれる。ま

，働き盛りの世代の人の学習

なるよう，講座内容や施設の

とが望まれる」と社会教育施

と

の

を

習

た，

や

改

設，

ジメン

の不備

趣味を

定化さ

拠点と

と（マ

してい

これ

ト能力が不足していること

），公民館等の社会教育施設

中心としたサークル利用者に

れ，地域課題に対応したまち

しての機能を 分に果たして

ンネリ化）など，重大な問題

る。

らの点に関連して中央教育審

（研修体制

が従来の

よって固

づくりの

いないこ

点が存在

議会生涯

社会教育行

る。

また，今後

重視すべき観

の向上，新し

の提供に加え

る資源の把握

ある。学習の

政における課題が指摘されて

，生涯学習を振興する上で特

点を図 のように示し，人間

い公共の視点，多様な学習機

，「市町村等において，あら

と有効活用を図ることが必要

資源としては，学校，公民館

い

に

力

会

ゆ

で

，

学習分

策につ

の中で

の度重

登校等

べき状

家庭の

科会では，「今後の生涯学習

いて（審議経過の報告）」（

地域の教育力の低下につい

なる青少年の凶悪犯罪や，い

，青少年をめぐる様々な問題

況である。こうした状況の背

教育力の低下とともに，青少

の振興方

年） ）

て，「最近

じめ，不

は憂慮す

景として

年の異年

図書館，博物

少年教育施設

教育施設のみ

さらには，商

地域にある身

自然なども活

域の様々な学

館，生涯学習推進センター，

，文化施設，スポーツ施設等

ならず，児童館等の福祉施設

店街や神社・寺院，公園など

近なものや，山林，河川など

用することができる。また，

習情報や，高齢者や大学生，

青

の

，

の

の

地

保
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今後の生涯

「個人の需

「人間的価

「継承」と

生涯学習

．国民全体の人間力

学習を振興していく上での基本的

要」と「社会の要請」のバランス

値」と「職業的知識・技術」の調

「創造」

を振興していく上で今後重視すべ

の向上

な考え方

和

き観点

出所：

．生涯学習における

．人の成長段階ごと

．国民 人ひとりの

の展開等

． の活用

図 基本的

「今後の生涯学習の振興方策につ

新しい「公共」の視点の重視

の政策の重点化

学習ニーズを生かした，広い視野

考え方と今後重視すべき観点

いて（審議経過の報告）」中央教

に立った多様な学習

の関係図

育審議会生涯学習分科会（ 年）

生涯学習を振興していく上で

今後重視すべき観点

．国民全体の人間力の向上

．生涯学習における新しい「公

の視点の重視

．人の成長段階ごとの政策の重

．国民 人ひとりの学習ニーズ

かした，広い視野に立った多

共」

点化

を生

様な

今後

職業

家庭

地域

健康

重点的に取り組むべき分野

能力の向上

教育への支援

の教育力の向上

対策等高齢者への対応

出所：

護司，

導者な

掘する

学習の展開等

． の活用

図 今後重視すべき

「今後の生涯学習の振興方策につ

，青少年関係団体，ス

どの地域の人材を把握し，積

ことにより，学習者に提供す

地域

観点と今後重点的に取り組む

いて（審議経過の報告）」中央教

ポーツ指

極的に発

ることが

「かかわりの

し，子どもの

するとともに

課題の解決

べき分野との関係図

育審議会生涯学習分科会（

中で，様々な体験の機会を提

自主性・創造性・社会性を涵

，触れる・体験するといった

年）

供

養

感

重要で

な取り

次い

り組む

特に，

年齢の

ある」と，地域における組織

組みの重要性が指摘されてい

で，これらの観点から今後重

べき分野を図 のように示し

地域の教育力の向上につい

子どもや異世代の地域の

的総合的

る。

点的に取

ている。

ては，異

人々との

覚を通して情

を結集して子

とが求められ

は，「各地域

文化の継承・

根ざした経済

祉，男女共同

操を養うなど，地域の大人の

どもを育てる環境を整備する

る」とし， 地域課題の解決

において，まちづくりや地域

創造，自然環境の保全，地域

活動の活性化の促進，介護・

参画等の現代の切実な地域の

力

こ

で

の

に

福

課

今後の生涯学習を振興していく上での基本的な考え方

生涯学習を振興していく上で今後重視すべき観点

生涯学習を振興していく上で

今後重視すべき観点
今後重点的に取り組むべき分野



題に適

かな活

住民を主体とした

切に対応していくことにより

力ある地域社会を築いていく

地域生涯学習システムの構築に関

，個性豊

必要があ

する研究（ ）

る」と

この

もたち

視点か

な要素

「行動

指摘されている。

ように，地域づくりにおいて

の未来を切りひらくためのも

ら，現在求められている人間

である「コミュニケーショ

力」「感性」を育成するため

は，子ど

のという

力の主要

ン能力」

に，地域

資源

産業な

子供会

商工会

体，

織・団

学習プ

（地域固有の歴史，自然，文化

ど）の再評価と地域を構成す

，社会教育施設，住民団体

，婦人会，老人クラブなど

，企業，地域社会福祉協議会

，ボランティア団体など

体と人材の協働により，地域

ログラムと学習の拠点づくり

，伝統，

る学校，

（自治会，

），行政，

，農業団

多様な組

に固有の

を推進し

アドバイ

の取り組み

ザーの委嘱による具体的な連携協

として， 年 月から 年

働

月

なけれ

テーマ

の自治

るため

テム

らない

ばならない。住民が自ら地域

を発見し，自ら学習し，主体

やまちづくりに取り組む活動

の仕組みづくりこそ地域生涯

まちづくり生涯学習システム

のである。

（エクステンションセンター

の課題や

的に地域

を支援す

学習シス

にほかな

教授）

の間に，生

の開催 回

防府市社会

指導員会議

議，防府市

実施してい

る。

涯学習課とのアドバイザー連絡会

，防府市公民館主事・指導員会議

教育委員会議，防府市公民館主事

，防府市小中学校生涯学習担当者

職員特別研修会での講演 回など

る。委嘱状については次の通りで

議

，

・

会

を

あ

（以下

※次稿

進事

学習

察す

次稿）

では，生涯学習によるまちづ

例の分析と山口県内における

システム構築の現状と課題に

る。

くりの先

地域生涯

ついて考

【注】

平

立と

（

合併

連

ある

成 年度国土施策創発調査事業

まちづくりを担う人材育成調査

年）の「 地域社会の再

」参照。

携協働に関する協定書の原文は

。

「地域の自

報告書」

生と市町村

次の通りで 「ロング

「生涯学習

ていくにあ

わらせるの

・フィールド・ミッション」とは

に係る総合的体系的な方策を推進

たり つの事業を単発的な事業に

ではなく， というチェック

，

し

終

機



能に

プラ

よって，生涯学習推進基本計画

ン」に沿った長期の視点に立っ
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「学ぼうや

て，それぞ

と）」した

ホームペー

ものである。詳細は総務省統計局

ジ参照。

の

れの

市民

う。

わた

こう

（防

総

の創

事業を連携させて，生涯学習の

に啓発していこうという幅広い

生涯学習の種をまき，耕し，育

って市民に生涯学習の理念を根

という防府市独自の構想のこと

府市教育委員会生涯学習課文書

務省ホームページ参照。

「地方分権推進委員会最終報告

造：その道筋 」（平成 年 月

理念を広く

構想をい

て，長期に

付かせてい

である」

より）。

分権型社会

日）参照。

法

国民生活局

「今後の

経過の報告

ページ「審

【参考文献】

地域づくり支

人制度や活動状況については内閣

の ホームページ参照。

生涯学習の振興方策について（審

）」については，文部科学省ホー

議会情報」参照。

援アドバイザー会議「地域を活性

府

議

ム

化

経

地

参照

自

ペー

てい

済財政諮問会議ホームページ参

方制度調査会の審議経緯は「審

。

治基本条例については，大和市

ジ内「自治基本条例関連リンク

る。

照。

議会情報」

のホーム

集が充実し

し，地域づく

心として （

財団法人日本

自治体に与え

（ 年）

地方分権改革

「中間論点

「 位 体

りを推進するために 人づくりを

提言）」（平成 年 月 日）

都市センター「地方分権改革が都

た影響等に関する調査研究報告書

推進会議

整理」（平成 年 月 日）

の改革についての意見」（平成

中

市

」

年

ニ

は

ジー

行財

手法

手法

活性

的セ

る。

ュー・パブリック・マネジメン

年代，イギリス，オーストラリ

ランドなどの諸国において導入

政改革に多大な効果を発揮した

である。その特徴は，民間企業の

等を行政現場に取り込み，行政

化を図っていくことにあり，市

クタ にも導入しようとすると

ト（ ）

ア，ニュー

が図られ，

行政運営の

経営理念，

の効率化・

場原理を公

ころにあ

月 日

「地方公共団

整備につ

地方分権推進

第 次勧告

第 次勧告

第 次勧告

第 次勧告

）

体の行財政改革の推進等行政体制

いての意見」（平成 年 月 日

委員会

の概要 年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

の

）

ト・

間の

公共

しい

ホー

意

照。

（ プ

ファイナンス・イニシアティブ

資金，経営能力及び技術的能力

施設等の建設，維持管理，運営

手法のことである。詳細は，内

ムページ参照。

見書については全国市長会ホー

ライベー

）とは，民

を活用して

等を行う新

閣府

ムページ参

第 次勧告

市町村合併

日

地方分権推

地方制度調査

地方分権時

税財源の充

日）

今後の地方

年 月 日

の推進についての意見 年 月

進委員会最終報告 年 月 日

会

代の住民自治制度のあり方及び地

実確保に関する答申（平成 年

自治制度のあり方に関する答申

方

月

（平

文

全

ホー

る

の状

部科学省ホームページ「審議会情

国生涯学習市町村協議会につい

ムページ参照。

「社会生活基本調査」は「日々の

「時間のすごし方」と 年間の「

況など，国民の暮らしぶりを調

報」参照。

ては下記の

生活におけ

余暇活動」

査（ 年ご

成 年 月

地方の自主

り方に関す

経済財政諮問

骨太の方針

基本方針）

日）

性・自律性の拡大及び地方議会の

る答申について（平成 年 月

会議

（経済財政運営と構造改革に関す

あ

日）

る


